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第第 22 節節  ⾷⾷料料供供給給ののリリススククをを⾒⾒据据ええたた総総合合的的なな⾷⾷料料安安全全保保障障のの確確⽴⽴  

  
 

⾷料は⼈間の⽣活に不可⽋であり、⾷料安全保障1は、国⺠⼀⼈⼀⼈に関わる国全体の問5 
題です。しかしながら、近年の世界的な⼈⼝増加等に伴う⾷料需要の拡⼤に加え、ロシア
によるウクライナ侵略により、⾷料品や農業⽣産資材の価格が⾼騰するなど、我が国の⾷
料をめぐる国内外の状況は刻々と変化しており、⾷料安全保障の強化への関⼼が⼀層⾼ま
っています。  

本節では、国際的な⾷料需給の動向や不測時に備えた⾷料安全保障の取組等について紹10 
介します。 

 
((11))  国国際際的的なな⾷⾷料料需需給給のの動動向向  
((22002222//2233 年年度度ににおおけけるる穀穀物物のの⽣⽣産産量量、、消消費費量量はは前前年年度度にに⽐⽐べべてて減減少少))  

令和5(2023)年3⽉に⽶国農務省(USDA)が発表した穀物等需給報告によると、2022/2315 
年度における世界の穀物全体の⽣産量は、前年度に⽐べて0.6億t(2.0％)減少の27.4億tとな
る⾒込みです(図図表表11--22--11)。  

また、消費量は、開発途上国の⼈⼝増加、所得⽔準の向上等に伴い、増加していました
が、2022/23年度は前年度に⽐べて0.4億t(1.5％)減少の27.6億tとなる⾒込みです。  

この結果、期末在庫量は前年度に⽐べて3.2％の減少となり、期末在庫率は27.6％と前年20 
度(28.1％)を下回る⾒込みです。 

 

 
 

1 ⽤語の解説(1)を参照 

図表1-2-1 世界全体の穀物⽣産量、消費量、期末在庫率 

資料：⽶国農務省「PS&D」、「World Agricultural Supply and Demand Estimates」を基に農林⽔産省作成 
注：1) 穀物は、⼩⻨、粗粒穀物(とうもろこし、⼤⻨等）、⽶(精⽶)の合計 
  2) 期末在庫率＝期末在庫量÷消費量×100 
  3) 令和5(2023)年3⽉時点の数値 
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2022/23年度における世界の穀物等の⽣産量を品⽬別に⾒ると、⼩⻨は、ウクライナ、
アルゼンチン等で減少するものの、ロシア、カナダ等で増加することから、前年度に⽐べ
て1.2％増加し7.9億tとなる⾒込みです(図図表表11--22--22)。  

とうもろこしは、ブラジル、中国等で増加するものの、⽶国、EU、ウクライナ等で減少
することから、前年度に⽐べて5.6％減少し11.5億tとなる⾒込みです。  5 

⽶は、インド等で増加するものの、中国、パキスタン等で減少することから、前年度に
⽐べて0.8％減少し5.1億tとなる⾒込みです。  

⼤⾖は、アルゼンチン、⽶国等で減少するものの、ブラジル、パラグアイ等で増加する
ことから、前年度に⽐べて4.7％増加し3.8億tとなる⾒込みです。  

期末在庫率については、⼩⻨、⽶、⼤⾖は前年度に⽐べて低下する⼀⽅、とうもろこし10 
は前年度に⽐べて上昇する⾒込みです。 

 

 
 

((中中⻑⻑期期的的ににはは感感染染症症のの世世界界的的流流⾏⾏等等にによよりり世世界界のの穀穀物物等等のの需需要要のの伸伸びびはは鈍鈍化化のの⾒⾒込込みみ))  15 
世界の⼈⼝は、令和4(2022)年においては80億⼈と推計されていますが、今後も開発途

上国を中⼼に増加し、令和32(2050)年には97億⼈になると⾒通されています1。 
このような中、令和13(2031)年における世界の穀物等の需給について、需要⾯において

は、アジア・アフリカ等の総⼈⼝が継続的に増加するものの、新型コロナウイルス感染症
の世界的流⾏等の影響も受けて、中期的に多くの国で経済成⻑が鈍化し、所得⽔準の向上20 
等に伴う途上国を中⼼とした⾷⽤・飼料⽤需要の増加がより緩やかになることから、需要
の伸びはこれまでに⽐べて鈍化する⾒込みです。供給⾯においては、多くの穀物で収穫⾯
積の伸びがやや低下する⼀⽅、単収の上昇によって需要の増加分を補う⾒込み2です。  

世界の⾷料需給は、農業⽣産が地域や年ごとに異なる⾃然条件の影響を強く受け、⽣産
量が変動しやすいことや、世界全体の⽣産量に⽐べて貿易量が少なく、輸出国の動向に影25 
響を受けやすいこと等から、不安定な要素を有しています。  

また、気候変動や⼤規模⾃然災害、豚熱
ぶたねつ

3等の動物疾病、新型コロナウイルス感染症等の
流⾏、ロシアによるウクライナ侵略等、多様化するリスクを踏まえると、平素から⾷料の
安定供給の確保に万全を期する必要があります。 

 
1 国際連合「World Population Prospects 2022」 
2 農林⽔産政策研究所「2031年における世界の⾷料需給⾒通し」(令和4(2022)年3⽉公表) 
3 ⽤語の解説(1)を参照 

図表1-2-2 世界全体の穀物等の⽣産量、消費量、期末在庫率(2022/23年度) 

資料：⽶国農務省「PS&D」、「World Agricultural Supply and Demand Estimates」を基に農林⽔産省作成 
注：令和5(2023)年3⽉時点の数値 
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((世世界界ののババイイオオ燃燃料料⽤⽤農農産産物物のの需需要要はは増増加加のの⾒⾒通通しし))  
近年、⽶国、EU等の国・地域において、化⽯燃料への依存の改善や温室効果ガス1排出

量の削減、農業・農村開発等の⽬的から、バイオ燃料の導⼊・普及が進展しており、とう5 
もろこしやさとうきび、なたね等のバイオ燃料⽤に供される農産物の需要が増⼤していま
す。 

令和4(2022)年6⽉にOECD(経済協⼒開発機構)とFAOが公表した予測によれば、令和
3(2021)年から令和13(2031)年までに、バイオエタノールの消費量は約1億2,600万kLから
約1億4,100万kLへ、バイオディーゼルの消費量は約5,500万kLから約5,600万kLへとそれぞ10 
れ増加する⾒通しとなっています(図図表表11--22--33)。 

 
1 ⽤語の解説(1)を参照 

((ココララムム))  世世界界的的なな⾷⾷料料安安全全保保障障のの危危機機へへのの懸懸念念がが⾼⾼ままりり  

私たちが毎⽇⾷べている⾷料は、⽣命を維持するために⽋かすことができないものであり、健康で
充実した⽣活を送るための基礎として重要なものです。 

新型コロナウイルス感染症の世界的な拡⼤の影響が⻑期化する中、令和3(2021)年から続く穀物や
燃料、肥料等の価格の上昇に加え、令和4(2022)年2⽉に始まったロシアによるウクライナ侵略の影響
を受け、これらの価格が更に⾼騰するなど、国際社会においても⾷料安全保障上の懸念が⾼まってい
ます。 

FAO(国際連合⾷糧農業機関)等の五つの国連機関が同年7⽉に公表した報告書によると、令和
3(2021)年には、7億200万〜8億2,800万⼈が飢餓の影響下にあると推計されており、前年から4,600万
⼈増加しています。また、飢餓に直⾯する⼈々のうち、4億2,450万⼈がアジア、2億7,800万⼈がアフ
リカ、5,650万⼈がラテンアメリカ・カリブ地域となっています。  

SDGs(持続可能な開発⽬標)*の⽬標として掲げられた「飢餓の終 焉
しゅうえん

、⾷料安全保障と栄養改善の実
現、持続可能な農業の促進」を令和12(2030)年までに達成するためには、更なる努⼒が不可⽋な状況
です。  

＊ ⽤語の解説(2)を参照  
 世世界界のの栄栄養養不不⾜⾜⼈⼈⼝⼝ととそそのの割割合合  

資料：FAO(国際連合⾷糧農業機関）、IFAD(国際農業開発基⾦）、WFP(国連世界⾷糧計画）、UNICEF(国連児童基⾦）、WHO(世界保健機関）
「The State of Food Security and Nutrition in the World 2022」を基に農林⽔産省作成 

注：1) 令和3(2021)年の予測値を点線で⽰している。   
2) 網掛け部分は、推定範囲の下限と上限を⽰している。 
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((22))  不不測測時時にに備備ええたた平平素素かかららのの取取組組  
((緊緊急急事事態態⾷⾷料料安安全全保保障障指指針針にに基基づづくくシシミミュュレレーーシショョンン演演習習をを実実施施））  

農林⽔産省では、不測の要因により⾷料供給に影響が及ぶ可能性のある事態に的確に対5 
処するため、緊急事態⾷料安全保障指針1を定めています。また、平素から、不測の事態を
具体的に想定した上で、同指針に基づく対応やその実施⼿順の実効性の検証を⾏うため、
シミュレーション演習を⾏っています。令和4(2022)年度は、ウクライナ情勢等を踏まえ
た新たなリスクに対応するため、これまで実施してきた⾷料の供給減少を想定したシナリ
オに加え、農業⽣産資材(肥料、農薬、種⼦・種苗)の供給減少を想定したシナリオに基づ10 
いて実施しました。 

また、輸⼊⾷料の安定的確保に向け、国際協調を通じた輸出規制措置の透明性向上と規
律の明確化を推進するとともに、諸外国等との情報交換や国際機関との協⼒を通じた国際
的な⾷料需給状況、資材の流通状況の分析の強化を推進しました。 

さらに、政府は国内の⽶の⽣産量の減少によりその供給が不⾜する事態に備え、政府⽶15 
を100万t程度2備蓄しています。あわせて、海外における不測の事態の発⽣による供給途絶
等に備えるため、⾷糧⽤⼩⻨については国全体として外国産⾷糧⽤⼩⻨の需要量の2.3か⽉
分を、飼料穀物についてはとうもろこし等100万t程度をそれぞれ⺠間で備蓄しています。 

 
 

1 平成24(2012)年に策定した、不測の要因により⾷料供給に影響が及ぶおそれのある事態に的確に対処するため、政府として講ずべ
き対策の内容等を⽰した指針 

2 10年に1度の不作や、通常程度の不作が2年連続した事態にも国産⽶をもって対処し得る⽔準 

⾷⾷料料安安全全保保障障ににつついいてて  
URL：https://www.maff.go.jp/j/zyukyu/anpo/index.html 

図表1-2-3 世界のバイオ燃料の消費量と⾒通し 

資料：OECD、FAO「OECD-FAO Agricultural Outlook 2022-2031」を基に農林⽔産省作成 

(バイオエタノール) (バイオディーゼル) 
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((33))  国国際際協協⼒⼒のの推推進進  
((ウウククラライイナナへへのの⾷⾷料料・・農農業業分分野野ででのの⽀⽀援援をを実実施施))  

農林⽔産省を始めとする関係省庁では、ウクライ
ナ政府からの要請及びG7臨時農業⼤⾂会合でのウ
クライナ⽀援に係る各国間の合意も踏まえ、⾷料品5 
等の⽀援物資をウクライナ政府に提供しました。⽀
援物資としては、パックご飯、⿂の⽸詰、全粉乳、
⽸詰パンの合計15tに加え、在⽇ウクライナ⼤使館に
寄贈された医薬品等が併せて輸送されました。 

また、ウクライナ国内の農業⽣産の回復のための10 
種⼦の配布や、同国の穀物輸出を促進する観点から
の穀物貯蔵能⼒の拡⼤やルーマニア国境に⾯した検
疫所の能⼒構築⽀援等を、FAO等の国際機関を通じ
て実施しました。また、WFPとの連携により、ウクライナ政府から無償で提供された同国
産⼩⻨をソマリアに供与する事業を実施しました。 15 

さらに、令和4(2022)年6⽉に開催された第12回WTO1(世界貿易機関)閣僚会議2では、農
業、⾷料安全保障等について議論され、新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤によるサプ
ライチェーンの混乱やロシアによるウクライナ侵略を背景に、⾷料安全保障が脅かされる
中、⾷料安全保障宣⾔及びWFP決定が合意されました。 

 20 
((アアフフリリカカへへのの農農業業協協⼒⼒をを推推進進))  

農業は、アフリカにおいて最⼤の雇⽤を擁する産業である⼀⽅、⼈⼝の急激な増加等に
起因して⾷料の輸⼊依存度が⾼い国が多くなっており、新型コロナウイルス感染症の影響
の⻑期化やウクライナ情勢等により、その脆 弱

ぜいじゃく
性が露呈しました。アフリカ各国が⾷料

安全保障を強化し、経済発展を達成するためには、各国の農業⽣産の増加や所得の向上が25 
不可⽋となっています。このため、我が国は、アフリカに対して農業⽣産性の向上や持続
可能な⾷料システム構築等の様々な⽀援を通じ、アフリカ農業の発展への貢献を⾏ってい
ます。 

これに加え、近年、気候変動の議論において、農業に起因する森林伐採や過放牧等の環
境負荷が課題となっており、環境に調和した農業の確⽴が求められています。 30 

令和4(2022)年8⽉にチュニジアで開催された第8回アフリカ開発会議(TICAD8)におい
て採択された「チュニス宣⾔」においても⾷料安全保障の確保が重視され、我が国は、ア
フリカ開発銀⾏との協調融資で3億ドルの⾷料⽣産⽀援や20万⼈の農業⼈材育成を⾏うこ
とを発表しました。 

今後ともアフリカ各国や関連する国際機関等との連携を図りつつ、農業分野の課題解決35 
に取り組むこととしています。また、各国の投資環境や消費者のニーズを捉え、我が国の
⾷産業の海外展開や農林⽔産物・⾷品輸出に取り組む企業を⽀援していくこととしていま
す。 

 
1 ⽤語の解説(2)を参照 
2 第1章第9節を参照 

ポポーーラランンドド⽇⽇本本⼤⼤使使公公邸邸ににてて⾏⾏わわれれ
たたウウククラライイナナへへのの⽀⽀援援物物資資のの引引渡渡式式  
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食料供給のリスクを見据えた総合的な食料安全保障の確立第2節


